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１．はじめに －なぜいま燃料供給インフラの在り方を問うのか－ 
 
燃料供給インフラはこれまでもこれからも国民生活・産業活動の基盤である。ここか

ら導き出される基本的要請は、いかなる経済社会の変化の中においても、すべての国民

が必要な時に必要な燃料にアクセスできるよう、将来にわたって、その機能を確保する

ことである。 
 

経済社会の大きな変化の中で、燃料供給インフラの在り方が改めて問われている。第

一に、国内需要の減少、後継者不足等を背景として、燃料供給の担い手の事業継続が困

難になり、地域への供給が損なわれる事態が生じるなど、現在のような成熟化する以前

の経済社会を前提としてきた燃料供給インフラの維持が限界に直面している。第二に、

脱炭素化に向けてエネルギーを巡る世界情勢が大きく変わろうとしている。第三に、IoT

等の技術革新により第４次産業革命と呼ばれる産業構造の変革期が到来し、あらゆる産

業において果敢な挑戦が始まっている。第二、第三の変革は、燃料供給の担い手の事業

環境を大きく変化させるとともに、新たな事業展開の機会をもたらす可能性も秘めてい

る。 
 

まさに今、新たな時代に調和した燃料供給の在り方を追求すべき時が来ている。こう

した中で、我々が考えるべきことは、IoT等の新たな技術を活用しつつ、足下で直面して

いる諸課題への対応を行いながら、新たな燃料供給の可能性を追求することである。こ

のためには、既存のインフラを最大限活かしながら、今後直面するあらゆる変化にしな

やかに対応していくことが必要である。 
 

このような認識の下、次世代燃料供給インフラ研究会（以下、「本研究会」という。）

は、2018年２月に議論を開始し、国民生活を支えている既存インフラを出発点として、

様々な観点からの検討を行い、燃料供給インフラの発展的な持続可能性とその実現に向

けた事項を整理した。本提言の内容を反映した政策が着実に立案・実施されることを強

く期待する。 
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２．燃料供給インフラの役割 
 
（１）燃料供給インフラの機能 
 自動車用のガソリン・軽油や暖房・熱源用の灯油・LPガスなど燃料は国民生活に必要不

可欠な物資である。特に運輸部門においては、その燃料に占める石油製品（LPガスを含

む。以下同じ。）の割合が高く、2016 年度時点で約 98％を占めている。また、LPガスは

タクシーの主燃料として運輸部門の燃料多様化を担っている。将来、次世代自動車が普及

し、乗用車のガソリンへの依存が低下していくと考えられるものの、航空機用のジェット

燃料、大型自動車用の軽油への依存は、当面は継続していくと見込まれる。また、灯油・

LPガスは、地方を中心に熱源として大きな役割を担っている。こうした燃料を最終的に消

費者へ届け、全国津々浦々で国民の自由な移動を確保する供給ネットワークとして、燃料

供給インフラは国民生活・産業活動を支えている。 

 

運輸部門のエネルギー別消費実績（1015J)

（年度）
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資源エネルギー庁 「総合エネルギー統計」より作成 

 

（２）災害時における役割 

  電力・都市ガスが系統を通じて供給されるのに対し、石油製品は、タンクローリーやト

ラックといった輸送手段により持ち運びされる。また、全国各地にある製油所・輸入基地

等から一般家庭の軒先に至るまで様々な形で、分散して蔵置されている。 

こうした特長は、大規模災害等の電力・都市ガスの系統が寸断される状況において、燃

料供給インフラが重要な役割を果たすことにつながっている。すなわち、分散型であるが

故に、大規模な供給途絶リスクを回避しやすく、また、燃料による自家発電機や電源車の

稼働等により一時的に系統による供給を代替できるという機能を有する。東日本大震災や

熊本地震においては、災害対応力の高さを発揮し、被災地における住民生活や復旧作業を

支えるエネルギー供給の「最後の砦」としての役割を果たした。 

石油製品合計：
98％ 
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いつ起きるか分からない災害に備えるという観点から、災害に強いエネルギーとしての

石油製品の燃料供給ネットワークを適切に確保していくことの重要性はますます高まって

いる。 
 
 上述のような状況を踏まえ、本研究会では特に、全国津々浦々で国民生活を最前線で支

える石油製品を中心とする既存の供給ネットワークを出発点として次世代の燃料供給イン

フラの在り方について検討した。 
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３．捉えるべき構造変化 
 
（１）人口減少・過疎化・人手不足 

最も基本的な構造変化の一つが人口減少である。我が国の人口は中長期的に減少する

見込みである。こうした状況の中で、現在人手不足や過疎化が進行しているが、中長期

的に深刻化していく可能性があり、これまでのように燃料供給インフラを維持すること

が困難になりつつある。 
＜我が国の人口推移（見通し）＞ 

（出所）総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中
位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」
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（２）技術革新（第４次産業革命）  
IoT・AI等の技術革新により、第４次産業革命と呼ばれる産業構造の変革期が到来して

いる。実社会のあらゆる事象・情報がデータ化され、ネットワークを通じてつながる、

いわゆるコネクテッド・インダストリーが実現しようとするなど、あらゆる産業で変化

の兆しが現れている。 
例えば、流通産業では、ネット取引と実物取引の垣根が低下するネットとリアルの融

合、スマート化の進展等の次世代化に向けた動きが進展しつつある。 
また、自動車産業では CASE（Connected（コネクテッド）、 Autonomous（自動化）、

Shared（シェアード）、Electric（電化））と呼ばれる大きな変革が進展している。こう

した中で、燃料供給の世界も新たな時代に突入しつつある。 
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（３）エネルギー情勢の変化 
脱炭素化の潮流が世界全体に広がっており、我が国においてもパリ協定の目標達成と

エネルギーの自立を目指し、2050年に向けたエネルギー転換・脱炭素化への挑戦に取り

組むことが必須となっている。輸送用燃料についても、次世代自動車の技術開発が急速

に進み、現在の石油製品を中心とした供給構造が中長期的には変化していくと予想され

る。 
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４．直面する課題 
 

こうした構造変化の中で、燃料供給インフラは大きな課題に直面している。短期的には

現在の燃料供給インフラの持続性確保に向けた課題、中長期的には産業構造の変革にも対

応していく必要がある。 
 
（１）短期的な課題＜足下の状況＞ 
 
① 過疎化への対応 

国内の石油製品需要の減少に伴い、ガソリン等を販売するサービスステーション（以

下、「SS」という。）の数は、1994年の 60,421ヵ所をピークに約半数にまで減少している

（2016年度末時点で 31,467ヵ所）。LPガス販売事業者も 1988年には 36,686者であった

が、2017年度末時点で 18,516者にまで減少している。 

高齢者への冬場の灯油配送、自動車への給油等に支障を来す、いわゆる「SS過疎地問

題」が全国的課題となっており、同一市町村内に存在する SSが３ヵ所以下の「SS過疎

地」は全 1,718市町村のうち 312市町村（約 18％）にのぼっている（2017年度末時

点）。地方自治体を中心として地域の燃料供給拠点の維持に向けた様々な取組が実施され

てきたが、SS過疎地化が一層深刻となるのを阻止するため、より根本的な対策を立案・

実施していくことが求められる。 
 

＜SS過疎地市町村数の推移＞ 

  2015年度末 2016年度末 2017年度末 
０カ所 １１ １２ １０ 
１カ所 ７１ ７５ ７９ 
２カ所 １００ １０１ １０３ 
３カ所 １０６ １１４ １２０ 
合 計 ２８８ ３０２ ３１２ 
                 資源エネルギー庁調べ 

 
燃料供給インフラの担い手の減少は、需要減少等の需要側の要因だけでなく、供給設備

のコスト負担、人材不足等の供給側の要因によるものも大きい。地域の燃料供給インフラ

の機能を維持していくためには、供給側の要因にも着目し、インフラ維持コストを抜本的

に低減していくことが必要である。 
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施設老朽化
後継者の不在
地下タンク規制強化への対応不能
運転資金
従業員確保が困難
仕入先の取引条件改善が困難
燃料油販売量減少
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油外収益減少
その他

【廃業の理由】
供給サイドの要因
(設備、人材など)：約6割
需要サイドの要因
(販売量減少など)：約4割

(※)

※ 既存の多くの地下タンクは消防法規制により、40年目又は50年目までに漏えい
防止対策のための補強又は入換を行う必要。

  
平成 29 年度石油製品販売業経営実態調査 

 
② 人手不足への対応 

全国的な人手不足により、燃料供給の現場においても、人員の確保が困難となってい

る。近年、燃料供給事業者が、社員の待遇やモチベーションを向上させて人材を育成・

確保するなど、職場環境を改善する取組を進めている。また、女性・高齢者、さらには

自動車整備分野での技能実習等で外国人といった多様な人材を活用するなど、事業者各

自での対応が行われている。 
しかしながら、中長期的に燃料供給事業の継続を図るためには、IoT等の新たな技術を

活用しながら、保安対応を含めて、現在人手で対処されている業務を効率化するような

抜本的な対策を講じていく必要がある。 
 
③ 生産性の向上 

燃料供給事業者が事業の継続を図っていくためには、上述の対応に加え、事業経営の

効率化や多角化を進め、生産性を向上させていくことが重要である。これまでも地域の

ニーズに応じ、燃料供給事業に親和性の高い自動車関連事業へ進出するなど、様々な取

組がなされてきている。取組をさらに進め、IoT等の技術を活用しながら幅広い分野と連

携していくことが求められる。 
経済産業省は、2017年 12月に、石油卸売業・燃料小売業について、中小企業等経営強

化法に基づく経営力向上に関する指針を策定した。当該指針に沿った経営力向上を図り

つつ、制度面の見直しも含め、柔軟な事業運営を可能とする環境整備を行っていくこと

が必要である。 

【SS 事業者の廃業の理由】 
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（２）中長期的な課題＜産業構造変革の可能性＞ 
 
① 地域を支えるサプライチェーンの垣根低下 

過疎化、人手不足といった状況や IoT等の技術の進展により、燃料供給拠点のみなら

ずコンビニ、スーパーマーケット、郵便局、宅配事務所、病院・診療所等の地域を支え

る財・サービスの供給拠点において、各経営資産の共有、いわば、相互の「機能融合」

が進展する可能性がある。従来からの SSへのコンビニ併設に加え、宅配ボックスを設置

するなど、機能融合の動きは全国各地において様々な形で見ることができる。特に地域

において燃料供給は、複合化していく機能のうち最も重要なものの一つとして捉えてい

く必要がある。 
 

郵便局 24,046か所

スーパーマーケット 18,491か所

地域を支えるサプライチェーンの現状

コンビニ 57,052か所

 LPガス販売事業者 18,516者

ガソリンスタンド31,467か所

宅配事務所 7,612か所 （出所）
・ガソリンスタンド：資源エネルギー庁調べ（揮発油販売事業者登録数）
・LPガス販売事業者数：経済産業省調べ（LPガス販売事業者数）
・宅配事業者数：ヤマト運輸事業者数及び佐川急便支店･営業所数(公表ベース)の合計
・コンビニ店舗数：フランチャイズチェーン統計調査
・スーパーマーケット店舗数：統計・データでみるスーパーマーケット
・郵便局：郵便局局数情報（オープンデータ）  

 
 
② IoT等の技術活用によるビジネスモデルの転換 

IoT等の技術進展により、オンデマンド等の需要家側の要求に応じたサービス、自動車

や消費者に関するデータの活用、他の流通・物流サービスとの連携といった、新たなビ

ジネスモデルが創出される可能性がある。また、技術による効率化・省力化が進む中

で、人が担うサービスの質が一層問われる時代となっている。 
これからは、燃料という財を単体でではなく、総合的にサービスを売るという発想で

燃料供給事業を捉えていく必要がある。 
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③ 燃料次世代化への対応 
IEAの見通しによると、2040年においてもハイブリッドを含む内燃機関の世界の乗用

車販売台数に占める割合は８割を超えている。この見通しは不確実なものであるが、国

民生活を支えている化石燃料中心の燃料供給インフラを維持していくことの必要性は明

らかである。 
中長期的には、電気、水素等の次世代燃料の普及が見込まれることから、石油製品へ

の需要に適切に応じるべく、現状のインフラを効率的に維持しつつ、将来の変化に対し

ても切れ目なく対応していく視点が重要である。 
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（出典）IEA  「ETP(Energy Technology Perspectives) 2017」に基づき作成
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輸送用燃料としての石油製品と比べた、電気、水素の供給インフラや自動車の現時点で

の特徴は以下のとおりである。 
電気自動車の充電インフラは設置コストが比較的低く、住居、商業施設・公共施設等人

が集まる場所に設置されている。また、電気自動車は航続距離が比較的短く現時点では小

型の近距離輸送向きである。こうしたことから、生活圏の移動手段としての車両を中心と

して普及が進んでいる。他方で現時点では充電時間も長いことから、長距離輸送や高稼働

が要求される車両としての利用には課題がある。 
水素ステーションについては、現状では整備コストが高いことなどから、比較的大きな

需要が見込まれる四大都市圏等を中心として整備が進んでいる。また、燃料電池自動車は

充填時間が短い上、燃料である水素はリチウムイオン電池等の蓄電池に比べて単位当たり

のエネルギー密度が大きいため、より大型・長距離輸送向けのモビリティ領域で比較優位

性がある。現状、全国の 100ヵ所の水素ステーションのうち、石油元売会社である JXTGエ
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ネルギー株式会社が４大都市圏で 40ヵ所を開設・運営を行い、うち 18ヵ所が SSとの一体

型となっている（2018年４月現在）。また、SS事業者による参入もみられる。 
こうした点を踏まえると、比較的高稼働、長距離かつ広範囲の移動が要求される物流車

両等中長期的にも石油の供給インフラが一定の役割を果たしていくことが求められる可能

性もあり、これらの供給インフラはどれか一つがすべてを代替していくと考えるより、各

特性に応じて適材適所の普及が進むと考えるべきである。また、電気自動車や燃料電池自

動車の環境性能については、電源構成や燃料の製造プロセスに依存することにも留意が必

要である。 
 

＜燃料供給インフラの比較＞ 
  

インフラ数 
※１ 

 
インフラの場所 

インフラ設置
コスト 

給油・充電・
充填時間 

 
自動車数 
※２ 

航続
距離 

 
主要用途 

石
油
製
品 

 
SS:31,467 ヵ所 

オートガススタンド：
1,836 カ所 

 
全国各地(SS・オ
ートガススタンド) 

 
数千万円～ 

 
約３分 

約 8,100 万台
（ガソリン・軽

油・HV） 
約 22 万台 
（LP ガス） 

 
長 

乗用車(ガソリン)、
商用車・産業車両
(軽油、LP ガス)、航

空機(ジェット燃
料)、船舶(重油)等 

 
電
気 

 
7,133 ヵ所 
（急速） 

 

全国各地(住宅、
公共施設、商業
施設、ディーラー

等) 

 
数百万円～ 
（急速） 

 
約 30 分 
（急速） 

 
約 14.5 万台
(EV/PHV) 

 
短 

 
乗用車中心(近距

離輸送中心) 

 
水
素 

 
 

100 ヵ所 
 

 
４大都市圏中心
(水素ステーション) 

 

 
 

数億円 

 
 

約３分 

 
 

約 2,500 台 

 
 

長 

 
乗用車中心 

             ※１石油製品：「揮発油等の品質の確保等に関する法律」登録給油所数（2017.3 時点） 
「2018 年版 LP ガス資料年報」(株)石油化学新聞社（2017.9 時点） 

電気：チャデモ協議会発表（2017.9 時点） 
水素：経済産業省調べ（2018.4 時点） 

※２国土交通省、自動車検査登録情報協会（石油製品,電気：2017.3 時点、水素：2018.4 時点） 

 
④ モビリティの革新への対応 

前述したように、モビリティの革新により、燃料供給インフラも変革に直面してい

く。中長期的には、自動車は所有／共有、有人／無人、多様な燃料が適材適所ですみ分

けられ、IoTによるサービスとの融合により、多様なモビリティサービスが展開される可

能性がある。燃料供給インフラもこうしたモビリティの変化に柔軟に対応していくこと

が必要となってくると考えられる。 
 



  

13 

多様なモビリティの活用シーン（例）
> 通勤・通学・買物でのシェアードモビリティ

– 短距離（住宅街～駅 等）：無人小型Pod
– 中距離（駅～郊外 ）：無人中型バス

> レジャー・趣味でのオーナーズカー
– 基本的にはオーナー自ら運転
– 但し、自動バレーパーキング等も活用

> ガソリン・ディーゼル・EV・HEV・PHEV・FCV等、
多様なパワートレイン

Automotive 4.0の世界では、多様な移動手段が共存。それらの組合せに
より、誰もが、移動したい時に、待つことなく、安価に移動できる。

モビリティの所有 / 共有、有人 / 無人、電動 / 
内燃機関等、各要素の良い面を組み合わせて、
最適なモデルを構築

 
                株式会社ローランド・ベルガー提出資料より  
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５．対応の方向性 

 

（１）基本的考え方 

 上述のような課題に対して、短期と中長期の時間軸に応じて、以下のような視点を国、

地方公共団体、関係団体、事業者が共有し、協働して取り組む必要がある。 

 

① 足下の課題を乗り越える 

 過疎化・人手不足等の足下の課題への対応としては、IoT等の技術の活用による保安・

配送効率化等によりインフラ維持コストを抜本的に低減していくことが重要である。 

過疎地等需要が急速に減少していく地域において現状の形での燃料供給インフラの維

持が困難な場合においても、簡素化、可搬化、拠点化を適切に組み合わせ、地域のニー

ズに応じた多様な燃料供給体制を構築していくことで対応する。 

また、IoT活用による省力化で人材に係るコストを低減していくとともに、貴重な人材

をより有効に活用し、サービスの高付加価値化を図り、生産性向上につなげていく。 

  

② 将来のあらゆる変化にしなやかに対応する 

  中長期的には、供給手法多様化や、安全性を担保しつつ、保安面での制約を可能な限

り低減することにより、新たな技術やビジネスモデルの取込みを可能とし、上述のよう

な産業構造の変化に対応できる事業環境を確保していくことが重要である。 

とりわけ、燃料需要減少下においても、IoT等の技術革新により多様化してくる生活サ

ービス、モビリティサービス等の新たな需要を捉え、燃料を接点にして、これらの需要

を取り込んでいくことが重要であり、変化にしなやかに対応していくための環境整備が

求められる。 

 

  インフラ維持コストの低減等の対応によって生じる事業環境の変化は、燃料供給イン

フラの担い手に大きな影響を与える。燃料供給インフラを担っている事業者の大多数が

中小企業・小規模事業者であることを踏まえれば、保安面での制約等の見直しが事業環

境に与える影響を十分に考慮しなければならない。 

安心・安全や利便性を向上させる新たな技術を伴う新規参入や経営革新は、経済社会

の変化への対応として積極的に導入が図られるべきであるが、それらのみで国民生活の

基盤となっている現在の燃料供給インフラの機能が代替されるとは考えにくい。そうし

たことを踏まえ、現在の担い手の生産性向上を伴う事業の継続を同時に進めていくこと

が重要である。 

  また、平時のみならず有事の燃料供給インフラの機能を確保していく視点も重要とな 

る。 

 

 

 



  

15 

（２）目指すべき方向性 

 これからの燃料供給拠点の在り方を考える上では、上述のような環境変化を事業機会と

捉え、新たな技術やビジネスモデルを積極的に取り込んでいくことが必要である。こうし

た認識の下、目指すべき燃料供給拠点の将来像について、以下の方向性を提示する。 

 

１）石油 

① サービス拠点化 

流通・物流、生活サービス、行政サービス、防災・エネルギー等様々な機能を融合した

地域のサービス拠点として機能していく方向性が考えられる。 

本研究会において、全国石油商業組合連合会は SS の方向性として、地域住民の生活を

ワンストップ・サービスで支える「地域のサービス拠点・総合エネルギー拠点」を目指す

ことを提案した。 

   
   全国石油商業組合連合会提出資料より 

 

奈良県川上村においては、村内唯一の SSの存続危機に際して、村民主体で生活雑貨宅配

サービス等を手掛ける一般社団法人「かわかみらいふ」が運営を引き継ぐことで燃料供給

拠点の維持に成功している。また、群馬県下仁田町は、2018年３月に公表した「燃料供給

体制確保に向けた自主行動計画」において、SSを防災拠点として位置付けるとともに、見

守りサービス等地域住民サービスの拠点としての機能も付加していくこととしている。 

このように、地域では、地域住民の生活を支える総合サービス拠点としての機能がより

求められていく可能性がある。 
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郊外も含めた都市部においては、立地に応じて機能を融合・高度化していくことも考え

られる。 

本研究会においても、株式会社ローソンによる SSとコンビニとの一体運営やイオン株式

会社によるショッピングセンターとの融合を地元の事業者と連携して実施していくことに

ついて提案があった。こうした取組も燃料供給拠点の今後の可能性として考えられる。 

 

② デリバリー機能強化・IoT活用 

多様化する消費者ニーズを捉える観点では、家まで届けるという機能に着目することも

有効と考えられる。 

地域では、寒冷地を中心として、燃料供給拠点で在庫管理・受発注業務を処理し、灯油

配送が行われている。こうした機能を発展させ、同じく配送を基本とする LPガス事業や生

活物資宅配サービスとの相乗効果も発揮しながら、地域の御用聞きとして生活密着サービ

スを展開していく方向性が考えられる。 

豪雪地域である秋田県仙北市（旧西木村地区）では、存続の危機に直面した SS 事業者

が、灯油配送を合理化しながら、SSを起点として除雪事業、見守りサービス等の地域密着

サービスを展開することで事業継続に成功している。 

 

また、IoTを活用することにより配送を効率化し、オンデマンドで需要にきめ細かく対

応していくなど、技術を積極的に活用することで事業の可能性は広がっていく。 

米国では、オンデマンドの給油サービスを行うベンチャービジネスが生まれている。米

国ベンチャー企業 YOSHIは個人、企業の従業員、地方自治体等の自動車にオンデマンドで

給油し、併せて整備を行うサービスを展開している。給油設備は一般的なものであるが、

特筆すべきは、IoT企業としての顔を持ち合わせている点である。自動車会社と連携し、

モビリティの革新を見据え、燃料供給を契機として、今後 IoT化されていく自動車のメン

テナンスプラットフォームを構築していくことを志向している。こうしたオンデマンドの

燃料移動販売サービスには、石油メジャーも進出し始めている。 

 

 

米国でオンデマンド給油事業を手掛ける YOSHI 

 



  

17 

都市部では、ネット取引との連携や購買・在庫データの活用等による新たなビジネスモ

デルの展開も考えられる。本研究会において、株式会社 Liquidは、車のナンバープレート

を基軸にして、自動車や消費者のデータを結合し、整備、自動車保険、決済等様々な付帯

サービスを創出していくビジネスモデルを提案した。 

 

こうした事例から読み取れることは、今後あらゆる消費行動が IoT化されていく可能性

がある中で、希少化する現実の消費者との接点として燃料供給拠点の価値が高まる可能性

があるという点であり、燃料供給ビジネスの新たな可能性を示唆している。 

 

③ モビリティサービスとの機能融合 

 地域では高齢者等の移動を支える手段の確保が課題となっている。こうした社会課題の

解決に向けて、シェアリング、自動運転等の技術の活用が期待されている。現時点におい

ては、都市部等の複雑な環境下で自動運転技術を実装することは容易ではなく、これらの

技術は、初期段階の低速走行でのルート巡回等地域コミュニティのインフラとして我が国

では社会に実装されつつある。こうした地域コミュニティの足として展開されるモビリテ

ィサービスが燃料供給と機能融合していく可能性がある。燃料供給事業者が燃料供給のみ

ならず車両整備、事業運営等を含め、モビリティサービスを主体的に担うことも考えられ

る。 

 

 都市部では今後利用が広がると見込まれているカーシェアリングとの機能融合が進む可

能性がある。現状においても、カーシェアリングと燃料供給はサービスの相互提携等の動

きが見られる。こうした動きが発展し、燃料供給とカーシェアリングの拠点が一体化して

いく可能性も考えられる。 

 

 

（国研）産業技術総合研究所 HPより  

ラストワンマイル自動走行の実証評価（石川県輪島市） 
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④ 簡素化 

 人口減少・過疎化の更なる進展が予想されることから、燃料供給拠点の空白地域が生じ

ることも想定しておく必要がある。こうした地域では、簡素な設備により低コストでの燃

料供給拠点を確保することにより、地域の燃料供給インフラの機能を維持していくことが

求められる。 

本研究会において、静岡県浜松市は、山間部の天竜区において SSの減少が続いて空白地

域が生じており、現状の設備コストでは拠点維持が困難であることから、これまでの枠組

みにとどまらない新たな燃料供給体制を検討することの必要性を訴えた。これに対し、横

田瀝青興業株式会社はタンクローリーに直接接続可能な簡易計量機「どこでもスタンド」

を活用することにより、SS設備の維持が困難な地域においても、巡回販売を行うことで燃

料供給機能が維持できることを提案した。 

 

 
横田瀝青興業株式会社提出資料より「どこでもスタンド」 

 

また、イオン株式会社は過疎地等の地域において、簡易な SS を設置し、IoT活用で効率

化しながら地方自治体、地元事業者、郵便局等と連携して運営体制を構築することで燃料

供給体制を維持していくモデルを提案した。 

 こうした提案は、今後広がっていくと見込まれる過疎地における燃料供給機能の維持に

向けた方策として有効である可能性があり、実現に向けた技術実証や制度整備を進める必

要がある。 
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簡易ガソリンスタンドの設置
ＳＣの出店が難しいエリアでの簡易ガソリンスタンドの設置

過疎エリアに５～10の簡易スタンドを設置 １つの遠隔監視センターにて
全ての簡易スタンドの

監視、給油の許可、指示を行う開閉店業務、お客さまからの問い合わせ対応、
現金補充等は、現地に隣接した公営設備、

郵便局等に委託
（支払を電子マネーに限定すれば委託業務の

削減が可能。会員制の導入で利用者へ一部負担も検討）

近隣の店舗から定期的に巡回して点検

「簡易ガソリンスタンド」イメージ
※ニーズがあれば灯油等の販売も検討

想定イメージ
商圏人口1,000人、自動車保有台数700台、年間ガソリン消費量450kl、市場占有率50％
⇒約10万円/月の補助金程度で収支が均衡するイメージ※次ページ記載の自治体からご協力いただけることが前提です

遠隔監視センター 電子マネー

 

イオン株式会社提出資料より 

 

２）LPガス 

LPガス事業の大きな特長は、訪問型業態による消費者との接点を有していること、保安

監視機能による安全・安心の提供である。これらを活かし、LPガス供給にとどまらず、今

後の様々な社会環境の変化や消費者ニーズに対応し、多様なエネルギー供給の担い手とし

て、エネルギー分野を超えて生活物資の配送、見守りサービスの提供等を行うマルチサプ

ライヤーとして事業拡大・多角化を図ることが求められる。 

一方、過疎化や人手不足への対応に向け、供給体制の効率化を進める必要がある。本研

究会において、東京ガスリキッドホールディングス株式会社は共同配送・共同保安のアラ

イアンスと IoT活用による配送合理化の取組を提案した。こうした取組を含め、輸入基地

から消費者までのサプライチェーン効率化に取り組む必要がある。 

また、全国 LPガス協会は過疎地等のきめ細かい需要に対応していくための保安エリアの

拡大、バルク供給の促進、LPガス自動車への供給維持に向けたマルチステーション化等の

必要性について提案した。保安エリアの拡大については、消費者保護を前提に、社会環境

に応じた保安規制の見直しにより、集中監視システムの導入による「認定販売事業者制

度」の活用を促進する必要がある。 

さらに、機器等の安全性の高度化を図ることも重要である。例えば、従来の鋼製容器に

比べ軽量で錆びない特徴を有する FRP容器（繊維強化プラスチック容器）は配送業務の負

担軽減や供給効率の向上に資するとともに、消費者に対する新たな用途提供により、電

気・都市ガス利用世帯への市場拡大の可能性も有することから、安全性を確保しつつ、利

便性を向上していくことが重要である。また、自動車への供給継続に向けては、マルチス

テーション化やセルフ化等に向けた安全性の検証が必要である。 
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こうした課題解決に向けて、事業者が積極的な役割を果たしながら、課題整理・情報収

集に取り組む必要がある。 

将来的には LPガスの需要拡大が続くアジア地域へ、技術協力や現地市場への進出により

安全性・利便性を備えたガス機器や保安・販売システムを展開していくことも十分可能で

ある。 
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６．取り組むべき事項 

 

このような燃料供給拠点の将来像を実現していくためには、事業環境の変化に柔軟に対

応していくための事業者の経営努力が必要となるが、これを後押しするための環境整備と

して以下の取組が求められる。 

 

（１）地域の連携体制の構築 

 上述のような環境変化に対応していくためには、事業者は地方自治体、周辺産業等多様

な主体と連携していくことも必要となる。特に過疎地を中心とする地域においては、燃料

供給拠点の確保を行政課題として、まちづくりの計画等に位置付けていくことも必要にな

ると考えられる。地元自治体のリーダーシップの下で、地域が一体となって燃料供給拠点

の確保に向けた取組を進めることが重要であり、こうした取組を後押しする枠組みを構築

していくことが求められる。 
 

（２）保安規制の見直し 

新たな時代に対応した燃料供給拠点の姿を実現していく上では、供給手法多様化や事業

の効率性・柔軟性確保等の観点から、保安規制の見直しが必要である。その際、石油製品

は危険物であるとの認識の下、以下の視点で検討することが重要となる。 

 

１）検討の視点 

① 技術の活用可能性 

 第一は、技術の活用は、事業の効率化にとどまらず、安全性向上にも資するという観点

から、求められる安全水準を技術でどのように担保できるかを検討するという視点であ

る。こうした視点から、インセンティブ規制(一定の機能を果たす機器の導入等に応じて規

制要件を緩和する方法)等の仕組みを活用することも有効と考えられる。 

 

（参考）LPガス保安における認定販売事業者制度 

 LPガス保安においては、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」

に基づき、認定 LPガス販売事業者制度が設けられている。これにより、集中監視システム

等の保安確保機器の設置等の一定の要件を満たす事業者に対して、業務主任者の選任基準

や緊急時対応要件（保安エリア）の緩和が可能となっている。 

 

② 手段の効率性・柔軟性確保 

 第二に、手段の効率性・柔軟性を確保するという視点である。求められる安全水準に応

じて、設備(技術)、資格(認定)、行為(人)等の手段についても事業者側に事業環境に応じ

た選択を可能とすることが重要である。 
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③ リスクに応じた安全確保の在り方 

 第三に、燃料供給において求められる安全性の水準は周辺環境や密度によっても変わり

得るという視点である。そうした視点で、過疎地/都市部、宅地/商業地等の周辺環境に応

じた安全確保の在り方を検討することも重要である。 

 

２）見直しが必要な事項 

 具体的には、以下の課題解決に向けた制度・技術の検証が必要である。 

課題 関連規制 検証が必要な事項 

＜供給手法多様化＞ 

・地上タンクや移動式給油の

有効活用など多様な供給手法

の実現 

危政令 17条 1項 7号

（地上タンクの基

準） 

 

地下タンクを介しない方法によ

るガソリン給油についての安全

な給油方法等 

※移動式給油については消防法

10条における仮取扱としての実

施可能性等 

＜IoT活用＞ 

・事業の効率化やビジネスモ

デルの革新を可能とする IoT

機器等の電子機器活用 

危政令 17条 1項 21

号（電気設備の基

準） 

等 

スマホ・タブレット等の電子機

器の活用可能性、決済等のスマ

ート化技術の導入可能性等 

＜サービス拠点化＞ 

・地域のサービス拠点化に向

けた給油所敷地利用柔軟化 

危則 25条の 4（付帯

業務） 

等 

敷地内で行うことができる業務

(付帯業務)や必要設備の考え

方、安全確保の在り方等 

＜燃料次世代化＞ 

・多様な燃料に対応できるマ

ルチステーションの実現 

危則 27条の 3,4,5

（圧縮ガス、水素等

充填設備の基準）、高

圧ガス保安法 

等 

次世代自動車等の燃料供給設備

の SS等への併設条件の柔軟

化、セルフ化に向けた安全確保

の在り方等 

＜保安体制効率化＞ 

・セルフ SSにおける目視によ

る監視体制を代替できる安全

かつ効率的な監視体制の確立 

危則 28条の 2の 5

（セルフ SSの基準） 

画像認識、センサー、認証、遠

隔監視等の技術を活用した効率

的な安全確保の在り方等 

＜LP ガス供給効率化＞ 

・LP ガスの集中監視システム

等の有効活用による過疎地域

への持続的な供給体制の確立 

・バルク貯槽による安全かつ

効率的な供給システムの実現 

 

液石法 35条の 6 

 

 

 

液石法規則 16条 22

号、23号及びバルク

告示１条 

保安エリアの拡大を可能とする

制度を事業者単位に加え事業所

単位でも認可するなど制度の柔

軟化 

バルク貯槽製造後 20年目以降

５年毎に実施される検査内容等

の効率的な安全確保の在り方 

※消防関係法令、液化石油ガス関係法令の順に関連規制の条文番号順に記載 
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（３）技術の実証等 

 保安規制の在り方を検討する際には、実際に技術を導入し実証することにより、求めら

れる安全水準や事業性を担保することができるかの検証が重要である。 

元売、配送事業者、販売事業者、機器メーカー、ベンチャー企業等異業種を含めた関係

事業者の技術と知恵を結集し、保安当局も含めた国、地方自治体の適切な連携・役割分担

の下で新たな燃料供給体制の確立に向けた取組を進めることが重要である。 

とりわけ、制度設計に関わる部分については、国が積極的な役割を果たし、また、喫緊

の課題については、スピード感を持って対応を行う必要がある。 

 新たな技術を実装していくには、企業による投資が不可欠であることから、事業の効率

性や柔軟性の向上により経営基盤を強化することで投資回収の蓋然性を高め、投資促進に

つなげる好循環を生み出す視点も重要である。 

 

（４）実現に向けた行動 

 燃料供給インフラは過疎化、人手不足等の喫緊の課題に直面している。需要が減少する

中で、課題に適切な対応が行われなければ、ある時点で大幅にインフラ機能が損なわれる

おそれがある。ひとたびこうした事態が起これば、インフラ機能を回復させることは容易

ではなく、上述の事項はスピード感を持って実施される必要がある。 

このため、今後３年間程度を規制見直しのための集中取組期間と定め、ロードマップ等

実現に向けた道筋を関係者間で共有しつつ、科学的知見に基づいて規制の見直しと必要な

実証を集中的に実施すべきである。 
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次世代燃料供給インフラ研究会 開催実績 
 
 

第１回（平成 30年２月 22日） 

 議題：（１）次世代燃料供給インフラ研究会の検討課題について 

（２）EV・シェアリング・自動運転の普及などのモビリティの革新を見据えた次世

代の燃料供給インフラの在り方について 

＜プレゼンター＞株式会社ローランド・ベルガー 

                     ジャパンチャージネットワーク株式会社 

 

第２回（平成 30年３月 16日） 

 議題：（１）過疎地や人手不足に対応した燃料供給の在り方、燃料供給インフラの効率

化・生産性向上に向けた方策について 

            ＜プレゼンター＞浜松市 

                    横田瀝青興業株式会社 

                    全国石油商業組合連合会 

 

第３回（平成 30年４月 13日） 

 議題：（１）IT等の技術の活用可能性について 

            ＜プレゼンター＞日立オートモティブシステムズメジャメント株式会社 

                    株式会社 Liquid 

（２）LPガス供給の効率化に向けた方策について 

            ＜プレゼンター＞一般社団法人全国 LPガス協会 

                    東京ガスリキッドホールディングス株式会社 

 

第４回（平成 30年５月 10日） 

 議題：（１）流通産業等との連携可能性について 

             ＜プレゼンター＞イオン株式会社 

                    株式会社ローソン 

（２）水素インフラの現状について 

      ＜プレゼンター＞JXTGエネルギー株式会社 

（３）これまでの論点整理 

 

第５回（平成 30年６月５日） 

 議題：（１）次世代燃料供給インフラ研究会報告書（案）について 
 
 

※プレゼンターは各回のプレゼンテーションの順に記載 


